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2つ の組織能力 とマー ケティング戦略
一 日本企業のレン ト創出メカニズムの実証分析一

久 保 知 一

〈要  約 〉

 本稿では,組 織能力がマーケティング戦略を通 じて業績に及ぼす効果が吟味 される。組織能力は,

個 々のマーケティング活動 を効率的に遂行するための活動能力 と,変 化す る市場 に企業活動 を適合

させ る市場志 向とに識別 され る。 これ らは異なるレン ト創 出メカニズム を持 ち,活 動能力には リ

カー ド・レン トが,市 場志向にはカーズナー ・レン トが各々対応することが理論的に明らかにされ

る。続いて,組 織能力 と企業成果についての仮説が抽出され,日 本企業のアンケー ト・デー タを用

いて実証分析 される。分析の結果,活 動能力および市場感知能力が ともに企業成果に正の効果を与

えること,産 業の競争度によって市場志向の作用が異なることが示された。
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1.は じめ に

 近 年 のマー ケテ ィング戦 略研 究 において は,企 業成果 に与 える企業 の 内的要 因の効果 が注 目を集

    i）                                           2）
め てお り,組 織 能力 （organizational capability） な る コンセプ トが提唱 されて い る。組 織能 力 とは,

個 別企 業が歴 史的に形成 して きたユ ニー クな行動 パ ター ンで あ り,企 業間異質性 の源泉 であ るこ と

か ら （Chandler 1992）,同 一産 業 におけ る企 業 間で のマー ケテ ィング戦略や 業績 の異質性 を説明 し

うる分析 道具 として期待 されて きた。マー ケテ ィング戦略 の遂行 に際 して は,多 彩 な組織 能力や経

1） 例 えば,Aaker（1989）,Webster（1992）,Day（1994） な どを参照の こと。

2） 組織能力に関する詳細な学説的議論については,久 保 （2003a,2003c） を参照のこ と。 なお,以 上

 の拙稿では 「ケイパ ビリティ」 とい う表現が用いられているが,そ の意味は,本 論における活動能力

 と同義である。
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営資源が必要であ り,そ の企業間での異質性が,製 品・流通 ・広告 ・価格 といった個々のマーケティ

ング戦略の違いに反映されているものと考えられるのである。

 しかし,マ ーケティング戦略論においては,メ カニズムの異なる2つ のタイプの組織能力が併存

していることに注意が必要である。第1の 組織能力 として,種 々のマーケティング活動遂行 にあ

たっての能力を意味す る 「活動能力 （activity capability）」がある。これは,物 流や広告,代 金回

収や営業など,個 々のマーケティング活動について定義 される能力であり,活 動能力が高い企業は,

他社 よりも効率的 ・効果的にマーケティング活動を遂行可能である （Aaker 1989）。第2の 組織能力

として,「 市場感知能力 （market sensing capability）」があ る （Day 1994）。これは90年 代以 降,

マーケティング戦略論において研究が進んできた 「市場志向 （market orientation）」の研究成果に

一致 してお り,企 業活動 を変化する市場に適合 させ る能力である。重要なことにこの2つ の概念は

「企業の内的要因が企業成果に正の効果を与える」 という現象面では同一の主張を行 う一方で,学

説的ルーツの違いに起因して,そ のメカニズムが異なっているのである。

 こうした異なる組織能力概念の並存は,マ ーケティング戦略論に混乱をもたらす ものであり,概

念的整理 と,そ れに基づ く仮説の導出という理論的作業が必要 とされている。本稿は特に,2つ の

組織能力が持つ レン ト創出メカニズムの違いに注 目して,両 者の違いを吟味す る。 レン ト （rent）

とは,競 争の下で企業が獲得する正常利潤以上の超過利潤のことであ り,マ ーケティング戦略 とは,

レン トをめ ぐる争い とみなされるのである。

 なお,本 稿の分析単位は事業部である。マーケティング戦略論はその分析単位に応 じて区分され,

ブラン ドを分析単位 としたマーケティング ・マネジメン ト,事 業部 を分析単位 とした競争戦略論あ

るいは市場戦略論,そ して企業全社 を分析単位 とした戦略的マーケティングとして発展 してきた
         3）
（田村1996,pp.176-177） 。 しか し,複 数のブラン ドを抱える事業部が存在するように,ブ ラン ドは

その戦略を構成する変数の1つ とみなされる。実際に,個 々のブラン ドを単位 として,収 益性 を推

定することは困難である。 また,企 業全社を分析単位 とする場合,個 々のマーケティング変数 と業

績 を関連付けることは困難である。それゆえ本稿では,事 業部 を分析単位 とする競争戦略論に研究

範囲が限定され,文 献 レビュー もそれに準 じることとなる。

 また,本 稿は,こ れまでチャネル論 を中心にしてマーケティング研究に導入されてきた組織能力

アプローチ （久保2003a,2003c） を,マ ーケティング戦略研究に拡張す る試みで もある。イノベー

ションや参入が頻発する変化の激 しい環境の下でのマーケティングの役割は,一 企業内での単線的

な資源蓄積 と最適化によるマーケティング ・ミックスの算出ではな く,企 業間で必要な組織能力や

経営資源 を組み合 わせ ることへ と重点がシフ トす る （Webster 1992）。そのため,組 織能力を切 り

離 してマーケティング戦略 を吟味することは困難である。 また,マ ーケティング戦略論では,組 織

3） マーケティング論における競争戦略論の位置付けに関 しては,久 保 （2003d） を参照のこ と。
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能力に関する理論研究は数多 く行 われてきたものの,日 本企業 を対象 とした実証分析はほとんど行

われておらず,組 織能力の効果を実証的に把握す る作業は急務 となっている。本稿は,別 々に研究

されてきたチャネル論 と戦略論を,組 織能力 という同一の研究アプローチによって関連づける第一

歩の研究 としても位置付けられるであろう。

 か くして本稿は,関 連す る2つ の研究 目的を持つこととなる。第1の 目的は,2つ の組織能力の

差異について,レ ン ト創出メカニズムの差異に基づいて検討 し,経 験的にテス ト可能な仮説を導出

することである。第2の 目的は,日 本企業 を対象 としたマーケティング戦略 と組織能力の実証分析

を行 うことである。構成は以下のごとくである。第2節 では,2つ の組織能力仮説がレン ト創 出メ

カニズムに関連づけられ,本 稿の研究範囲が特定 される。第3節 では活動能力が リカー ド・レン ト

をもたらすことが,第4節 では市場感知能力がカーズナー ・レン トをもたらすことがそれぞれ吟味

され,仮 説が形成 される。第5節 では実証分析が行われ,最 終節第6節 では,知 見 と今後の研究課

題がまとめられ る。

2.2つ の組織能 力 とレン ト創 出メカニズム

 企業は市場において操業す る限 り,市 場の競争圧力から免れるととはできない。市場が十分に競
                                        4）争的
であれば,企 業が設定す る価格は平均費用 と一致し,超 過利潤たるレン トは消失する。企業は,

このような競争圧力に抗ってレン トを獲得 し,産 業平均より高い収益率の確保,す なわち競争優位

（competitive advantage） の確立を目指 して,マ ーケティング行動を展開す る （Porter 1980）。 こう

した市場理論の下で,伝 統的なマーケティング論は売手 と買手の相互作用の場 として生産物市場 を

想定 し,市 場支配力に基づ く独 占レン トを研究対象 としてきた。生産量 を制限して価格をつ り上げ

ることで得 られる独 占レン トの源泉は,産 業における共謀や参入阻止,あ るいは製品差別化やブラ
                 5）
ン ド付与による排他的選好の形成にある。

 Porter（1980） はSCPパ ラダイムの産業組織論 を応用 して,企 業の競争優位は,産 業 の競争圧

力を緩和するポジションを占めることによって得 られるというポジショニング ・アプローチを展開

した。 しか し,Porterの 主張は,理 論的にも実証的にも厳 しい批判にさらされて きた。理論的に

は,企 業の外的要因がレン トに与える効果が注 目されるあまり,産 業に所属する企業の同質性が想
                      6）
定 されてお り,企 業の内的要因が軽視 されている。 また,実 証分析の結果からは,企 業 レン トの違

4） 本稿 では,マ ーケティング戦略の企業成果 として,態 度 をはじめ とす る消費者の行動的成果ではな

 く,収 益をは じめ とする財務的成果 を考 える。 田村 （1996）,pp.177-178を 参 照の こと。

5） こ うした主張は,Bain（1968） を嚆矢 とす るハーバー ド学派のSCPパ ラ ダイムの産業組織論にさか

 のぼ るものであ り,市 場における集中度が独 占をもたらし,市 場の成果 を阻害す るもの と主張 された。

6）Porterの 産業構造分析 には,「 企業は歴史的経路依存性か ら独立 した存在 である」 という暗黙の仮

 定 がおかれていると指摘 されている。Barney（ ユ99ユ）,p.ユ07を参照のこ と。
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                        7）
い は産業 間 よ りも産業 内で激 しい こ とが示 され てい る。Porter（1980） は,産 業 内に は,類 似 した

戦 略 を採用 す る複数 の企業か ら成 る 「戦略 グループ」 がい くつ か存在 し,戦 略 グルー プ間の移動 は

「移動 障壁」 に よって阻止 され て いる と して,産 業 内企業 間差 異の 説明 を試み てい る。 しか し,こ

の議論 の分析 単位 は戦 略 グルー プで あ り,依 然 として個 別企業 を分析単位 として いない こ とが 問題

視 され て きたの であった。
                                         8）

 こ うして,近 年 の戦 略研 究 は,企 業が 直面す るその他 の市場へ と分析 の焦 点 を移行 させ た。 その

代 表的パー スペ クテ ィブで あ る資源べ一 ス企 業理論 （resource-based view of the firm） は,レ ン ト

の重要 な規定 因 として企業の 内的要 因たる経 営資源 に注 目 して,戦 略的 に重要 な経営 資源 を調達す

る要素市場 が不完全 であ る場合,産 業 に属 す る企業 は同質 の経営 資源 を持 たない こ ととな り,そ の

結 果 として企 業戦略や業 績に異質性 が生 じると主張す る （Wernerfelt 1984, Barney 1986）。 これ らの

研 究成果 は,マ ー ケテ ィング戦略 の評価 にあた って,生 産 物市場 にのみ着 目す る既存 のアプ ロー チ

の拡張 を要請 す る。企業 の 内的要 因 を主張 す る研究群 が想定す るレン トは,個 別企業 の効率 性 に起

                                   9）

因 して生 じるレン トであ り,市 場支 配力 に基づ く独 占レン トではないの であ る。

 こ うして,企 業 の内的要 因 として,独 占レン トではない別 の レン トを創 出す る要 因 として,組 織

             10）

能 力が注 目され るこ ととな った。 しか し,こ の組織能 力に は,ル ー ツの異 な る2つ の タイプが存在

す るこ とに注意が 必要 であ る。 第1の 組織能 力 は 「活動能 力 （activity capability） 」 と呼 び うる も

ので ある。企 業 は生産,開 発,流 通,広 告,資 材調達 な ど,多 種 多様 な活動 の束 とみな され る。 活

動能力 とは,企 業 の個 々の活動 につ いて,企 業が他社 よ りも効率 的かつ効 果的 にその活動 を遂行 で

きる能 力 と定義 され る （Richardson 1972, Aaker 1989）。 第2の 組織 能力 は 「市場 感知能力 （market

sensing capability） 」 であ り,個 々の企 業活動 で はな く,顧 客 ニー ズや競 合企 業 に対 して素早 く対

処 す る こと と定義 され る。市場 感知 能 力は,マ ー ケテ ィング学 者が 「市場 志向」 と呼 んで研究 して

きた概念 に対応 してい る （Narver&Slater 1990, Day 1994）。 マーケ ティン グ戦略論 において は,こ

れ ら2つ の組 織能力 が識別 され うる。 そ していずれ の組織能 力 も,企 業成果 に正 の効果 を与 え るも

7）Rumelt（1991） を参照のこと。

8） ポ ジショニング ・アプローチに対するもう1つ の批判は,市 場構造を重視するあま り,企 業の戦略

 的行動 を軽視 しているというものである。 この点 を改善す る形でメインス トリーム となったゲーム理

 論 的産業組織論 （New I.0.） は,異 なる生産関数や,不 可逆的投資を分析 に導入した。 しか し,生 産

 関数やゲームの手番 （move） の違 いという企業間の異質性は,外 生的に決定 されている。詳 しくは久

 保 （2003b）を参照のこと。

9） 企業間の業績差異は,市 場構造や市場支配力を高め るための企業行動に起因す るのではな く,個 々

 の企業の効率性の差異に起因す るとい うシカゴ学派の仮説については,Demsetz（1973） を参照の こ

 と。

10） 経 済学で資源アプローチが進展 しなか ったのは,無 形資産を扱いうる分析道具の開発が遅れたため

 で あった （Wernerfelt 1984, p.169）。 その意味で, Wernerfelt（1984） が当初から経営資源の中に有形

 資産 （tangible） と無形資産 （intangible）の 両方 を含めていたことは注 目に値す る。有形資産は 「生

 産 要素」であるのに対 して,無 形資産 は 厂技術」あるいは 厂生産関数」に対応す るのであ り,経 済学

 は それらを別個 に取 り扱ってきた もの とみなされ る。
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の として仮説化されてきた。

 これら2っ の組織能力は,そ のレン ト創出メカニズムも異なっている。第1に,活 動能力に基づ

くレン トは,有 形であれ無形であれ,重 要な経営資源 を専有的に保持 しているがゆえに,他 社 より

も効率的な企業活動が可能になることで得 られるレン トである。この レン トは,古 典派経済学者

Ricardoが 主張 した,肥 沃な土地などをは じめ とする,供 給が非弾力的にしか行われない経営資源

を排他的に保有す ることか ら得 られるレントと同じ性質を持つ ことか ら,リ カー ド・レン トと呼ば

れる （Peteraf 1993）。 リカー ド・レン トは,個 別企業が戦略的に重要な経営資源を調達す る市場が

不完全であることや （Barney 1986）,個 別企業が歴史的に形成 してきたルーティンや組織能力が他

社 にとって容易に模倣できるものではないこと （Nelson&Winter 1982, Chandler 1992）に起因して

生 じる。

 第2に,市 場感知能力に基づいて生 じるレン トとは,顧 客や競争者への反応や対処 を企業行動の

指針 とすることで,他 社 に先んじて顧客ニーズを満たしうる製品を提供す ることが可能 となり,そ

の結果 として得 られ るレン トである。新オース トリー派経済学者Kirzner（1973） は,市 場 を構成

する売手や買手の情報および知識の不完全性に起因して,市 場は常に均衡価格や均衡数量 とはほど

遠い混乱 した不均衡の下にあるとして,こ のような市場を均衡に向かわせ るのは,個 々の企業家の

機敏な （alert）行動であると主張 した。市場感知能力に基づ くレン トは, Kirznerの 主張す る,他

社 に先駆けてビジネス ・チャンスを活用することで得 られるレントと同質であると仮説化されうる

ため,本 稿ではカー ズナー ・レン トと呼ばれる。

 個別企業のマーケティング戦略によって獲得されうる複数のレン トは,複 数の要因に依存 してい

るのであ り,そ の様は以下のごとくにまとめ られる。第1に,企 業は,マ ーケティング活動に必要

な経営資源を要素提供者か ら調達する。 この要素市場が不完全であった り取引が内部化されている

なら,専 有的に保持 された経営資源の他社 による獲得 は困難iとな り,リ カー ド・レン トに基づ く優
    11）
位が生 じる。第2に,企 業は,調 達された経営資源 を用いて,買 手の愛顧 をめ ぐって競合企業 と競

争を繰 り広げるが,こ こで,企 業間では企業家的行動による競争が行われる。他社 よりも買手に選

好される提供物 を生産 ・提供することに競争の主眼がおかれ,カ ーズナー ・レン トの獲得が 目指 さ

れる。第3に,生 産物市場での競争があるが,こ れは産業構造に起因す るものではな く,そ の背後
                                  12）
にある活動能力要因によって企業間差異が決定されると考えるべ きであろう。続 く2つ の節では,

11） 戦 略の遂行に必要な組織能力や経営資源の入手に際しての企業間関係の重要性は決定的である。高

 い 関係特定的投資が必要な場合,市 場は取引費用が高 くつ くため,取 引の所有権統合度は高 まる。ま

 た,他 社が保有す る組織能力の調達に際 して,そ れが高い暗黙知的性質 を持つ場合には,市 場は動的

 取 引費用が高 くつ くため,調 整統合度の高い企業間関係が選択 され る。Coase（1937）,Williamson

 （1985）,Langlois&Robertson（1995）,久 保 （2003c）を参照のこと。

12）Huntの 一連の業績によって開発 された資源優i位理論 （resource-advantage theory） で も,生 産物

 市 場におけ る市場地位 は,要 素 市場に おけ る地位 に よって規定 され る と主張 されて いる。Hunt

 （2000）,pp.135-143を 参 照のこと。
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2つ の組織能力がそれぞれ吟味され る。

3.活 動 能 力 と リカー ド ・レ ン ト

 活動能力 とは,組 織能力の中で も,個 々のマーケティング活動の巧拙 を示す概念である。活動能

力 という術語は,市 場感知能力 との混乱 を回避するために導入された本稿独 自の呼称である。本節

での結論 を先取 りすると,活 動能力の優位性が生 じさせるレントは,リ カー ド・レン トと呼ばれる

レン トに一致 している。

 活動能力に着 目する研究は,同 一産業に属す る企業間での業績の違い,す なわち競争優位への着

目か ら始め られた。競争優位 とは,個 別企業が産業平均以上の利潤率 を獲得 している状態を指す。

生産物市場への参入や,経 営資源の模倣 といった競争圧力は,も し競争優位が一時的に獲得された

としても,そ れ を消失させ るもの と考えられる。そこで,企 業が長期にわたって競争優位 を確保 し

ている現象である持続的競争優位 （sustainable competitive advantage） を説明することは,戦 略研

究者にとって中心的な研究課題であった。

 持続的競争優位に対する企業の内的要因の効果に着 目したAaker（1989） は,競 合他社には模倣

困難iな資産 （asset）や スキル （skill）の保持こそが,持 続的競争優位の構築に とって必須であると
                                     13）
強調 した。ここで資産 とは,企 業が保有 しているもの （ブラン ドや立地など）であり,ス キル とは,

個々の企業活動 を企業が他社 よりもうま くできること （広告や製造など）である。Aakerは 企業の

内的要因 として,資 産 とスキルを区別はしているものの,持 続的競争優位に与える効果は同一であ
          14）
ると主張 したのであった。Aakerが 注 目したスキルとは,組 織能力の中で も,個 々の活動の巧拙

に注 目するものであ り,活 動能力 と同一 と考 えられる。

 ただ し,同 じく企業の内的要因 を扱っていても,有 形の （tangible）経営資源である 「資産」に

着 目す るか,あ るいは無形 の （intangible）経営 資源 である 「スキル」に着 目す るかによって,

ルーツとなる研究領域は異なっている。第1は,企 業の保有する経営資源に着 目した 「資源べ一ス

企業理論」の研究群 であ り,第2は,企 業が歴史的に形成 して きたルーティンや知識に着 目す る

「進化経済学」の研究群である。

 第1の 資源ベース企業理論は,優 れた資源を排他的に所有することが競争優位 をもたらすことを

前提 として,経 営資源 を調達す る要素市場 の不完全性にフォーカス していた （Wernerfelt 1984,

13） ブ ラン ドやチャネル関係 など,企 業 が外部 に蓄積 した資産 を,Varadaraj an & Jayachandran

 （1999）は市場べ一 ス資産 （market-based asset） と卩乎んでいる （p.120）。

14） ただ し,Aaker（1989） は組織能力 という意味でスキル とい う術語 を用 いているが,現 代的な進化

 経済学の嚆矢であるNelson&Winter（1982） は,ス キルとは個 人に関する概念であ り,組 織に関す

 る概念はルーティンであるとして厳密に区別 している。Nelson&Winter（1982） の第4章 を参照の

 こ と。
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Barney 1986）。 一方 で,第2の 組 織能力 アプ ロー チであ る進化経 済学 は,企 業の歴 史的経路依 存性

に着 目してい る。 限定合 理1生に特徴づ け られ る経済主体 は,異 な る現象 に対 して逐一最 適 に対処 す

るこ とがで きないがゆ えに,企 業 は 「ルー テ ィン」 と呼ばれ る定型的行動 パ ター ン を作 り出す ので

あ り,ル ー ティン こそが企業 間の異質性 の源泉 とみ な され てい る （Nelson&Winter 1982）。 ケイパ

ビ リテ ィはルー ティ ン と同 じ性質 を持 ち,個 別 企業 の組 織 に体化 され てい るこ とか ら,他 社 には理

解 しに くく,高 い暗黙知 的 性質 を持 ち,模 倣 に は禁 止 的 な費 用 がか か る （Langlois&Robertson

1995,久 保2003a） 。

 資 源べ 一 ス企業理 論は,要 素 市場 での経 営資源 の調達 が不完全 で あるこ と,す なわち取引可能性

が低 い ことに よって企業の異質性 が高 まる もの と想定 して いた （Wernerfelt 1984, Barney 1986）。 そ

の意味 で,経 営 資源 の 厂調達」 が焦点 であ った。一方 で進化経 済学は,個 別 企業の意思 決定パ ター

ンであ るところのルーテ ィンが,歴 史的 に形成 され,経 路依存 的で ある と想定 して いた （Nelson&

Winter 1982, Chandler 1992）。 す なわ ち,企 業 の 中での 「蓄積」 に焦点が合 わせ られ ていた と考 え ら

れ る。 こうしたルー ツの差異 はあ るものの,現 在 では この2つ の研 究領域 は融合 しつつ あ る。蓄積

され た組織 能力 を市場 でや り取 りす るには禁 止的 な費用 がかか ると想定す るこ とで,要 素 市場 の概

念で組織能 力 を取 り扱 うこ とが可 能 になった もの と考 えられ る。

最初 に企 業 の 内 的要 因 に 注 目 して こ の 問題 を扱 った の は,マ ー ケ テ ィン グ学 者Wernerfelt
       15）

（1984）で あった。 彼 は,企 業 が操業 に必要 な投 入要素 を調達 す る市場 が不完全 であ るこ とに着 目

し,企 業 の競争優位 は,生 産要素 市場 の不 完全性 に依 存す る と主張 した。 そ して,レ ン トを もた ら

す経営 資源 は放 置 してお くと競 争 に よって消失 す るた め,資 源 ポ ジシ ョン障 壁 （resource-position
                             16）

barrier） の 構築 に よ りレン トが維持 され る もの と主 張 した （p.172）。 この業績 を嚆矢 として開始 さ

れ た研究領 域が,論 文 名 を とって資源べ一 ス企業理論 と呼 ばれ るようになった。

 Barney（1986） は,経 営資源 の調達 が競 争優位 に決定 的 な影響 を与 え る こ とを強 調 して,生 産

要素市場 の こ とを特 に戦略要素 市場 （strategic factor market） と呼ん だ。 彼が想定 してい た生産要

素,す なわ ち経営 資源 の タイプは 多彩 であ り,た とえば低 費用 戦略遂行 のために市場 シェアを必要

とす るのな らば市場 シェアが経営 資源 にな り,差 別化 戦略遂行 のため に評 判や開発 力が必要 であれ

ば ロイヤ ルテ ィや技術 者が経営 資源 とな る。 こ うした決 定的 な生産要素 を調達す る市場 が戦略要素

市場 であ る （p.1232）。 戦略要素市場 が完全競 争的 であ るならば,通 常 の要素 市場の議論 と同様 に要

15） 企業間の異質性に関す る嚆矢的研究 とされ るPenrose（1959） は,企 業成長 と多角化は,各 企業が

 保 有 して歴史的に培った生産的資源 （productive resource） の非分割性が資源 問の不均衡 をもたら

 す結果 として生 じ,企 業間に異質的な成長経路が もたらされるものと主張 した。

16） 個別企業による異質資源の保有は,わ ずかの間の競争優i位を生 じさせ ることがあって も,そ れが移

 動 困難i性 （immobility） を持たなければ,競 争優位は消失す る。それゆえ,競 争優位 を持続 させ る

 に は,資 源の移動 を防止す る何 らかの障壁が必要 となる。Rumelt（ ユ984）は,ラ イバル企業による経

 営 資源の模倣 を妨げる障壁 を 「隔離 メカニズム （isolating mechanism） 」 と呼んだ。
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素価格 と限界生産物価値 は等 しくな り,リ カー ド・レン トは生 まれな い。戦 略要素市場 を不 完全 に

す る要 因は,要 素 の将来価 値へ の期待 につ いての企業 聞分 散や,た また まの幸運 （1uck）に よる も

の とされ た （pp.1238-1239）。 す なわ ち,戦 略要素市場 が不完全化 す るのは,買 手独 占的 な独 占力 に

                          17）

よ って ではな く,企 業 間の期 待 のズ レによってなの であ る。

 近 年 の研 究は,マ ー ケテ ィン グにおけ る高い活動能 力が競争優位 に正 の効果 を与 え ることを支持

してい る。例 えば,マ ーケ ティン グにお け る組 織能力 とは,マ ー ケテ ィング ・ミッ クス要素 の管理

に長け てい るこ とだ と主張 され （Dutta et al.2002）,サ ー ビス産業 にお いて も経営資源 が競 争優位

の源泉 にな るこ とや （Bharadwaj et al.1993）,企 業が マーケ ティン グ,オ ペ レー シ ョン, R&Dな

どの経営 資源 を用 いる際の効率性 （Dutta et al.1999）,価 格 戦略 におけ る企業 資源の重要性 （Ail-

awadi et al.2001, p.46） な どが分析 され てい る。 また, Slotegraaf et al.（2003） は,競 争優i位 を創

出 ・維持 す る関係性 や ブラ ン ドな どの無形マー ケテ ィング資産 （intangible marketing asset） に注 目

す るこ とで,資 源 を専有 的 に保 有す るこ との価値 を強 調 した （p.297）。 活 動能 力は,マ ーケ ティ ン

グ戦略の実行 とその効 果に対 して鍵 となるので ある。

 活 動能 力が 企業成 果 に与 え る効 果 は,Peteraf（1993） に 準 拠 して,以 下 の よ うに説 明 され る。

図表1に は,単 純化 のため に生産物 市場 が完全 競争 であ る と想定 して,左 側 に産業 の需要 曲線 と供

給曲線が,中 央 には非効率 な高 費用企業 の個別 需要 曲線が,右 側 には効率 的な低 費用企業 の個 別 需

要 曲線が それ ぞれ描 かれて い る。 両者 の費用関数 の違 いは,組 織 能力 の違 いに依 存 してい る。AC

は 平均 費用 曲線 を,MCは 限 界 費用 曲線 を, Dは 市 場 需要 曲線 をそれ ぞれ示 してお り,市 場 供 給

曲線sは 市 場 に存在す る全 ての個別 企業 が持つ 限界 費用 曲線 の水 平和 で あ る。 ここで,優 れ た経

営資源 を排他 的 に保有 す る低 費用企業 は,他 社 よ りも低 い費用構 造 を持 つ こ とにな る。完全競 争下

の企業 は,市 場 で決定 され た価格 をプ ライス ・テー カー として受 け入 れ るため,価 格水 準お よび限

界収入 はpと なる。 この価格pの 下 では,高 費用企業 は正 常利 潤の み を得 てい る。 一方,低 い費

用構造 を持 つ低 費用企業 は,価 格pの 下 では,価 格 と平均 費用 に乖 離 が生 まれ,網 掛 け部分 の面

積 だけ の超過 利潤 を得 るこ ととな る。 この超過利潤 が リカー ド ・レン トであ り,こ の レン トは完全

競 争 とい うなん ら市場 支配力 のな い市場 にお いて も,市 場均衡 の前 には生 じるのであ る。

17）Dierickx&Coo1（1989） は, Barney流 の 戦略要素市場の概念 を批判 して,経 営資源には取引可能

 な資産 （tradeable asset） と取引不能な資産 （nontradeable asset） が あることを指摘 し （p.1507）,

 ブ ラン ド・ロイヤルティや利用 している流通業者の販売スキルなど,企 業の外部にある資源は所有権

 を明確 に定義できないことから市場取引を利用できず,そ れゆえに戦略要素市場の概念には問題があ

 る と主張 した。この批判に対 してBarney（1989） は,戦 略要素市場 が扱 うのは,資 源の入手費用 と

 実 現価値の差であるため,Dierickx&Cool（1989） が挙げたタイプの資源 も利用可能であると主張

 した。Dierickx&Cool（1989） の主張の骨子は,「 市場 で調達出来ない資源」や 「企業活動によって

 蓄 積 された資源」は所有権 を明確 に定義で きないがゆえに市場取引でや り取 りできず,そ れゆえに戦

 略要素市場では扱えない,と いうことであった。以上のご とく,市 場取引に際 して禁止的な費用のか

 か る経営資源 を分析す るこ とによって,RBVと 進化経済学は,ル ーツは異なるものの,酷 似 した主

 張 をするようになったと考えられる。
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出 所 ）Peteraf（1993）,p.181.

 相対的に効率的な低費用企業がレン トを得ている場合,こ の市場には参入が生 じうる。ただし,

ここでの参入は,入 門的なミクロ経済学が想定 している参入 とは異なっている。すなわち,そ れま

で低費用企業が専有的に保有 していた活動能力や経営資源が参入企業に模倣 されたことを意味して

いるのである。参入の結果,市 場の供給曲線は右側へ とシフ トし,価 格水準は最終的には,当 初の

pか らより低い完全競争均衡価格p*へ と低下する。この価格水準p*に おいては,高 費用企業は

もはや操業できず退出し,低 費用企業は損益分岐点でいまだ市場に とどまって操業 を続けることが

可能である。この状態が,通 常の経済学で議論されている完全競争均衡であ り,こ こでは,低 費用

企業 と同質的な企業 しか存続 していない。優れた経営資源は,価 格競争に対する頑健性 を企業に与

えるのである。

 以上のような資源べ一ス企業理論に対 しては,ト ー トロジーに他ならない という批判が しばしば

なされる。Williamson（1999） は,「 成功企業 を見せてさえ くれれば,す ぐに （隠されていた）コ

ア ・コンピタンスをご覧にいれよう」 と皮肉めか して批判 している （p.1093）。こうした批判を回避

するためには,複 数の企業をまたいで測定可能な測定尺度の開発 と,現 象を説明す るメカニズムの

解明が必要である。

 高い活動能力は,競 争による価格低下圧力に対 して企業を頑健にする効果を持っている。ユニー

クな活動能力を専有 し,他 社への普及や模倣 を防 ぐことで,リ カー ド・レン トが獲得 される。 この

ことは,個 々の企業に蓄積されたマーケティングのルーティンが,企 業成果に正の効果を与えるも

の と仮説化 される。マーケティングの活動能力 とは,「顧客満足の達成にあたって,競 合他社 より

も優iれていること」 と定義されるが,こ の活動能力はチームとしての企業に一体化 されているため,

因果曖昧的で模倣が困難であり （Oktemgil et al.2000, p.64）,移転のための動的取引費用が禁止的

に高 くつ く （久保2003a,2003c） 。本稿では特に,マ ーケティングの中核 として製品とその製品の販

売について活動能力 を定義 し,そ れぞれ 「製品力」 と 「販売力」と命名する。これらの活動能力は,
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企業を価格競争か ら頑健にす るため,企 業成果に正の効果 を及ぼす ものと以下のように仮説化 され

る。

H、 ：製 品力は,企 業 成果 に正 の効 果 を与 え る。

H2： 販売 力は,企 業成 果 に正 の効 果 を与 え る。

4.市 場 志 向 とカー ズナ ー ・レ ン ト

 本節では,も う1つ の組織能力 として,市 場感知能力 （market sensing capability）が吟味 される

（Day 1994）。これは 「市場志向 （market orientation）」 として研究 されてきた領域に対応している。

マーケティング論において,市 場志向は永 らく単なる 「理念」 としての位置づけしか与えられてこ

ず,企 業成果やマーケティング戦略に論理的に関連付け られた理論や構成概念を持たない,い わば

遅れた研究領域であった。 しかし90年代以降,単 なる理念 を超 えて,尺 度開発や因果分析が行われ

るようにな り,研 究が急速に進んでいる （田村2003）。市場志向が単なるキャッチフレーズや理念

ではな く,組 織能力の1つ とみなされ うるのは,そ れを実現するためには個別企業独特の ノウハウ

や知識が必要 とされ,競 合他社に とって模倣 困難なためである （Day 1994）。

 市場志向は,企 業成果に正の効果を与 えるがゆえに注 目されて きた。最初の分析的研究 として位

置づけられるKohli&Jaworski（1990） は,市 場志向を 「現在 および将来の顧客ニーズにつ いて

の市場知識を組織全体 で創出し,そ の知識を部門問に普及 させ,そ の知識に対 して組織全体で対応

する」 ことと定義 してお り （p.6）,市場 を構成するい くつかの要素 の中で も顧客 をとりわけ重視 し

た。同時期に市場志向の分析に取 り組んだNarver&Slater（1990） は,理 念的研究か ら進んで,

市場志向を構成概念として測定 して因果 モデルを形成することで,市 場志向が収益性に正の効果を
           18）
与えていることを実証 した。彼らは市場志向を,顧 客志向 ・競争志向 ・部門間調整の3つ の行動要

素か ら成 ると定義 して （p.22）,いくつかの統制変数 を含めて収益性 との因果 モデルを実証 した。

その結果,市 場志向はコモディティについては収益性 とU字 型の関係 にあること,非 コモディ

ティについては収益性 に正の効果を与えていることが発見 されている。彼らの研究を嚆矢 として,

90年代以降は非常に多 くの研究がなされている。

 市場志向が戦略研究に重要なインパ クトを与えるのは,そ れが持つ組織能力的な側面のためであ

る。Webster（!992） は,企 業の知識に基づ いた,“模倣 にコス トのかかる”競争優位の源泉の例

として,顧 客知識や顧客志向文化の重要性 を強調 した （p.13）。Day（1994） は,市 場志向を組織能

力の1つ とみなして 「市場感知能力」 と呼び,市 場志向は他社には模倣不可能な価値 ある無形資産

18）Slater&Narver（1994） は,市 場志向 と業績の媒介変数 として,産 業構造要 因を導入 したが,そ

 の効果は軽微であった と報告 している。 この点は,本 稿でも追加的に分析 され る。
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であると把握 した （p.43）。同様にHunt&Morgan（1995） も,消 費者 ・競争者の情報に対す る学

習 ・反応 （すなわち市場志向）は重要な経営資源であ り,よ りよい成果 と更なるイノベーションをも
                                         19）
たらす とした。このように,市 場志向は組織能力の一部を構成する要因 と主張 されるのである。

 市場志向研究は,そ の利点 とも密接に関連 した問題点を抱えている。すなわち,当 初は理念 とし

て把握されるのみで,概 念 と実行にギャップがあったことを問題意識 として開始 された市場志向研

究は,構 成概念の妥当性や因果モデルへの新変数の追加 という方向で発展することとなった。その

結果,計 量分析は急速に進展 したものの,因 果仮説の背後にあるべ きメカニズムの解明が遅れて し

まうこととなった。 しか し,Narver&Slater（1990） は当初か ら,産 業平均以上の収益率 を獲得

する持続的競争優位の創造 という視点 を持 ち,レ ン トの維持に対 して市場志向が与 える効果 を探求

していた。この点 を手がか りにすると,市 場志向が扱 うレン トのタイプについてヒン トが得 られる

であろう。

 市場志向研究が扱 うレン トは,他 社 より優れた活動能力の保持から得 られるレン トとは異なって

いるものと考 えられる。活動能力は要素市場の不完全性か ら生 じるが,市 場志向は生産物市場の不

均衡性 とそこでの競争パターンを示 しているからである。市場志向研究で想定されている市場は,

入門的 ミクロ経済学が教 えるような均衡経済ではな く,常 に不均衡 で多 くのビジネス ・チャンスが
                       20）
未開拓のままに残されている市場であると考 えられる。市場志向に基づ く機敏な行動によって得 ら

れるレン トは,「不均衡経済では,企 業家の機敏 な裁定活動が彼に利潤 をもた らすのみならず,市

場 を均衡へ近づける」 という,新 オース トリー派経済学者Kirznerの 主張に対応 している。それ

ゆえ本稿では,市 場志向の もたらす別のレン トを 「カーズナー ・レン ト」 と呼ぶ。市場志向に基づ

いて行動す る企業のビジネス ・チャンスの獲得 は,企 業家 （entrepreneur）的な行動 と言い うる。

Narver&Slaterの 研究で描かれた市場志向は, Kirznerが 描いた企業家の経済的機能に対応して

いるものと考 えられるのである （Slater&Narver 1994, p.53）。

 企業家的行動 には,イ ノベー ションを強調するSchumpeterの 立場 と,裁 定に よる売買差益 を

強 調 す るKirznerの 立 場 の2つ が あ る。最 初 に企 業 家 （entrepreneur）の役 割 に注 目 した

Schumpeter（1926） は,均 衡の下では もはや一切の変化が生 じず循環的な運動 しか起 こらない一

方で,企 業家はイノベーションによって古い均衡を破壊 して新 しい均衡へ移動させ る役割を担 うと

主張 して,市 場メカニズムを超越 した存在 として企業家を概念化 した。 こうしたイノベーションに

基づ く企業家像は 「Schumpeter的 企業家」 と呼ばれる。一方でKirzner（1973） は, Schumpeter

の描いた企業家像を,平 常時における均衡体系を保持 した点で批判 した。市場均衡は,市 場が完全

19） 同 じ 主 張 は,Srivastava et al.（1998）, Moorman&Slotegraaf（1999）, Dutta et al.（2002） に も

 見 られる。

20） 均衡経済ではビジネス ・チャンスは既にな く

 こ とのみ となる （Schumpeter 1926）。

経営者の役割は均衡 という 「慣行の軌道」をなぞる
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に合理的なプレイヤーで満たされた場合 にしか達成されないものであり,そ れ自体が驚 くべ き離れ

業である。それに対 して,限 定合理的なプレイヤーで満 ちた市場は,瞬 時に均衡へ と到達すること

な く,調 整のプロセス として描かれる。市場 を均衡 ではな くプロセス とみなすKirznerの 市場観

では,企 業家には,イ ノベー ションによって経済 を攪乱する以外に,機 敏 さ （alertness）を持って

利潤機会を追求するという別の役割が浮上する。売買差益 に基づ くビジネス ・チャンスは,均 衡下

ではもはや存在 しないが,均 衡に向か うプロセスにおいては存在す るためである。Kirznerは,市

場 メカニズムが瞬時に均衡 を導かない市場 を想定 して,機 敏に行動 して利潤機会を獲得 し,そ の結

果,市 場 を均衡へ と向かわせ るという,企 業家の別な役割 を見出 した。この種 の企業家は 「Kirz-
           21}
ner的 企業家」 と呼ばれる。

 Narver&Slaterが 規定 した市場志向に合致する企業家的行動は,ま さしくKirznerの それであ

る。不均衡の市場においては,顧 客や競合他社について気を配 りつつ組織内の部門間調整を行 うこ

とで,競 合他社に先駆けてビジネス ・チャンスを獲得可能であると想定 して,持 続的競争優位の創

造プロセスを描写 していた ものと考 えられるのである。

 市場志向の高さは,Kirzner的 企業家の行動に対応する。 これは,顧 客や競合他社に関する情報

を自社にフィー ドバ ックして,次 なる行為にすばや くつなげる能力である。ここから,市 場志向は

企業成果に正の効果 をもたらす もの と仮説化 され うるであろう。本稿では,市 場志向の構成要素 と

して,顧 客 と競合他社についての情報収集 と,そ れらへのすばやい対応 としてのマーケティングの

変更を想定す る。それ らはそれぞれ,「顧客志向」,「競合志向」,「反応速度」 という構成概念 とし

て定義され,以 下のごとき仮説が構築される。

H3： 顧客志向は,企 業成果に正の効果を与える。

H4： 競合志向は,企 業成果に正の効果を与える。

H5： 反応速度は,企 業成果に正の効果を与える。

21）Kirzner（1973） は2つ の企業家像 を比較 して,均 衡の下 での循環的活動か ら体系 を引 き離す機能

 こそSchumpeter的 企 業家の特徴 である一方で, Kirzner的 企業家の特徴は,利 用 されていない市場

 機 会 を見出す能力にあるとした。すなわち,Schumpeter的 企業家 とは,市 場 に混乱 を引 き起 こし,

 「不均衡 を生ずる勢力」であるのに対 して,Kirzner的 企 業家 とは,「 均衡 を作 り出す勢力」 なのであ

 る （邦訳p.126） 。両者の市場の運行 メカニズムに対する認識の違 いが,こ のよ うな企業家観 の差異

 を生んでいるのである。企業家観の差異は,レ ン ト観に も差異 をもたらす。Schumpeter的 企業家は,

 イ ノベー ションによってレン トを得 る。 イノベー ションが模倣 されるまでの間に得 られ る利潤がイノ

 ベー ションのインセンティブ となるもの とされ る。一方,不 均衡下 でビジネス ・チャンス を求め る

 Kirzner的 企業家のレン トは,主 体 の無知に基づ く裁定 （arbitrage） に よる利潤である。



  2つ の組織能力とマーケティング戦略

図表2 組織能力と企業成果に関する概念枠組

製品力

販売力

顧客志向

Hl： （+）

Hz： （一{一）

H3（+） 遮
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競合志向

H4=（+）

Hs： （+

反応速度

競争度

5.実 証分析

 構築された仮説のパス図は図表2に 示されている。企業成果に対 して,活 動能力要因と市場志向

要因を構成する構成概念が,全 て正の効果 を与えるものと仮説化 されている。構成概念は以下のよ

うに定義 された。従属変数は 「企業成果」である。この構成概念は,利 潤 を示す収益率だけでな く,

市場シェア,売 上率の3変 数 を因子化 して構成する （Oktemgil et al.2000）。収益率はレン トそのも

のである。市場シェアは,企 業間での競争の結果を示 している。売上伸び率は,そ れまでのマーケ

ティング活動の蓄積 を反映 している。

 独立変数 となる構成概念は以下のごとくに定義される。活動能力は,マ ーケティング行動の中核

となる製品と,製 造 された製品の販売に関す る構成概念 とに区分 され,「 製品力」 と 「販売力」の

2つ の構成概念が作成 された。製品力 とは,他 社よ りも優iれた製品を開発 している程度であり,販

売力 とは,他 社 よりも優れた製品販売をしている程度である。測定尺度は,田 村 （1996）を参考に

して独 自に作成された。市場志向に関す る構成概念は3つ 用意された。Narver&Slater（1990）

は,「 市場志向」 を,顧 客志向,競 合志向,部 門間調整の3つ の行動的構成概念を用いて定義 して
                      22）
いるが,こ のうち,顧 客志向 と競合志向を用いた。 また,市 場志向はカーズナー ・レン トをもたら

すがゆえに,「機敏 さ」を測定する構成概念が必要であるため,反 応速度なる概念を,Jaworski&
                           23）
Kohli（1993） を踏 まえてOktemgil et al.（2000）から用いた。測定に用いられた質問項 目は,図

22）Narver&Slater（1990） に よる定義は以下のごとくである。「顧客志向 （customer orientation） 」

 とは,'買 手 に対 して継続的に優れた価値 を提供 しうるだけの十分な買手についての理解 であり,そ れ

 には,現 在 のみな らず将来 にわたる買手のバ リュー ・チェーンの理解が必要 とされている （p.21）。

 「競合志向 （competitor orientation） 」 とは,現 在および潜在的な主要競合他社 についての理解の こ

 とであ り,そ の内容 として,短 期的には強み と弱みの理解が,長 期的には組織能力や戦略の理解が挙

 げ られている （pp.21-22）。
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図表3 構成概念と質問項目

構成概念 1       躙堋 α係数
一 一

企業成果

X1： 貴事業部 の収益率 は,競 合他社 に比べて高いですかP

XZ： 貴事業部 の市場 シェアは,競 合他社 に比べて高いですかP

X3貴 事 業部の売上成長率 は,競 合他社 に比べて高いですかP

.71

製品力

X4： 貴事業部の主力製品は,競 合他社に比べて差別化 されていますかa

X5： 貴事業部の主力製品のブラン ドカは,競 合他社に比べて強いですかP

X6： 貴事業部の技術開発力は,競 合他社 に比べて強いですかP

.67

販売力
X,： 貴事業部の販路の販売力は,競 合他社に比べて強いですかP

X8： 貴事業部 の営業力は,競 合他社 に比べて強いですかP
.85

顧客志向
X9： 貴事業部 内では,顧 客 についての情報が共有 されていますかa

X1。 ：貴事業部内では,顧 客満足 を目指 した経営が浸透 していますかP
.72

競合志向

Xl,： 貴事業部内では,市 場の動向について気 を配 っていますかa

X12： 貴事業部内では,競 合他社の動向について気 を配っていますかa

X13二 貴事業部内では,競 合他社についての情報が共有 されていますかa

.82

反応速度

X14： 市場環境が変化 した時,製 品の修正 を他社 よ り早 く行 っていますかP

X15： 市場環境が変化 した時,価 格 の変更 を他社 よ り早 く行 っていますかP

X16二 市場環境が変化 した時,広 告 キャンペーンの変更を他社 よ り早 く行っています

  かP

XI,=市 場 環境が変化 した時,営 業計画の変更 を他社 よ り早 く行 っていますかP

X18： 市場環境が変化 した時,販 路 （流通チャネル）の変更 を他社 より早 く行 ってい

  ますかP

.73

表3に 示されている。

 なお,既 に言及されたように,SCPパ ラダイムに基づ くポジショニング ・アプローチでは,企 業

成果の企業間分散を説明出来ない。 しか し,外 部環境か ら独立 して,常 に有効な組織能力があると
     24）
は考 えにくい。実際には,環 境要因に応 じて何 らかの変化があるかもしれない。そこで,産 業の競

争度についての指標を作成し,企 業が属する産業の競争度を媒介変数 として,組 織能力の各変数の

変化について前もって仮説を立てない探索的分析 を追加的に行 う。

 2003年12月 に,東 証一部上場の製造企業1,713社 の主要事業部に対 して,郵 送法による質問紙調
             25）
査 を行 い,デ ー タが収集 された。190社 から回答が得 られ,欠 損値 などを除いた有効回答は174社 で

23）Oktemgil et al.（2000） では,反 応速度は隔離メカニズム要因として用い られているが,構 成概 念

 の意味 として,Kirzner的 企業家の機敏 さを測定することに使用可能 と判断された。こうした反応速

 度 の一例 は,製 品流通の延期化 による在庫 リスクの低減である。久保 （2001） を参照のこと。

24） この点について,Slater&Narver（1994） は,産 業要因の媒介効果は非常に小 さなものであると

 結 論づけている。本稿 では,産 業の競争度 を区分す るこ とで,探 索的分析が行われる。

25） ア ンケー ト調査 は,慶 應義塾大学大学院経済学研究科 ・商学研究科に よる日本学術振興会21世 紀

 COEプ ログラム 「市場の質に関する理論形成 とパネル実証分析一構造的経済政策の構築にむけて一」

 に参加する経営 ・会計班によ り行われた。
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 図表4 独 立変数群の因孑・分析
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競合志向  反応速度  販売力  製品力  顧客志向 共通度

市場動向 （Xl,）

唖    『

      0.16       0.09      0.30       0.16 0.77

競 合他社動 向 （X12） 瀬 ：?}, ・・19 …3 …6 …4
0.91

競 合 隋報共有 （X13） 、∵、{} 惑熱 ざ      0.!2        0.19       0.02        0.41 0.49

製 品変更 （X14）
      1～

0.10    ぐこ霞  {罫磁 了∫い》    0.12       0.25        0.25     二
0.53

価格 変更 （X15）

広 告変更 （X16）  0914憲 畿盤蒙1：1一 ：16141：認
0.35

0.24

営 業変更 （X,,）

販 路変更 （Xi$） 1：2709窓 驪 ：粥 31161：20051： 品

0.46

0.42

販 路販売力 （X,） 0.15  0.23 。鰯 ガ0。13  0.12 o.s7

営業 力 （X8） 0.16 0.4・ 顯 継 ∴ ・.18 ・.12 0.66

製品差別化度 （X4）
               殉 」 !                  門“」「」【
0・06  0・11 0・08壌 無9 0・07 0.42
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技術 開発力 （X6） 0.18         0.23        0.15    ド・：{}髭難字：广唾    0.10 0.44

顧客情報共有 （Xg）
                     燭≠・鬣」ぐへ                    ：尸∴』へ
0.20         0.23        0.09       0.08    石γ ・簡?建 ：呼・ 0.73

顧 客満足経営 （X,。） 0.31  0.24 0.12 0.35靉 購 婁ぞ
                     ㌦ L監                    L監  石                       」噛,」石

0.55

固有値 2.07        1.89       1.74      1.41       1.28

寄与率 （%） 13.79       12.62      11.62      9.38       8.55

累積寄与率 （%） 13.79       26.41      38.03     47.41      55.96

あ り,有 効 回収率は10.1%で あった。回答に際 しては,当 該事業部の主力製品を想定 して,図 表3
                                    26）
の各質問項目について,自 社の得点を競合他社 に比べて相対的に回答 して頂いた。

 分析に際しては,ま ず因子分析によって構成概念 を抽出 した上 で,因 子得点を用いて重回帰分析
  27）
を行 う。重回帰分析は,産 業の競争度によって複数回行われ る。 まず,因 果分析に用いる構成概念

の作成のため,因 子分析が行われた。独立変数群 について因子分析が行われ,バ リマックス回転 を

施 した結果,ほ ぼ期待 された因子が抽出され,図 表4の ごとき単純構造 を得た。構成概念の信頼性

の指標 であるCronbachのa係 数 は,製 品力に関 しては α=0.67と 若干低かった ものの,そ れ以

外に関 しては0.7以 上 と良好であった （図表3）。

 同様にして従属変数についても 「事業部の収益率」,「事業部の市場シェア」,「事業部の売上成長

率」の3変 数に因子分析 を施 して 「企業成果」なる概念 を構成 した （図表5）。因子分析 の結果,

1つ の因子が抽出され,そ の寄与率は46.71%で あ り,Cronbachの α係数は0.71で あった。

 続いて,サ ンプルになる企業 を産業の競争度別にグルーピングすべ く,ク ラスター分析が行われ

26） 質 問項 目は,リ カー ト法の6点 尺度 でスケー リングされた。

27） 当初 は,共 分散構造分析の使用が予定 されたが,こ の技法はサンプルサ イズが200以 上 でなければ

 結果が安定 しないという経験則があるため （Steenkamp&van Trijp 1991, pp.285-286）,サ ンプル

 サ イズの制約から,因 子分析 と回帰分析の併用に変更 された。
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図表5 従属変数の因子分析

蝶 成剰 共搬

 収益 率 （x,）

市場 シェア （XZ）

売上成長率 （X3）

o.so

O.58

0.65

0.64

0.34

0.43

 固有値

寄与率 （%）

1.40

46.72
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        図表6 産業分類のための因子分析

1参熔 易劇 価欟 鞁 共通度
概噛海し㌻ ㌧

市場参入退出度 0.12 0.69
霑ず  読堂.

市場異業種参入度   二 一 ドヒ尸
一P

0.01 0.69

市場価格競争度

市場買手交渉力

 0.21

-0 .07

、識 鯵 、
 r ノ  ザ

ξ藍馥 旨

0.43

0.38

固有値 1.42 0.78

寄与率 （%） 35.49 19.44

累積寄与率 （%） 35.49 54.93

図表7 各クラスターの記述統計量

平均 標準偏差

競争的産業

（n=80）

参入容易度

価格競争度

o.sl

O.09

0.67

0.58

非競 争的産業

 （n=94）

参入容易度

価格競争度

一 〇
.69

-0
.07

0.33

0.87

た。それに先立って,産 業構造変数に因子分析が施 され,参 入容易度 と価格競争度なる因子 を抽出
     28）
した （図表6）。この2因 子を分類変数 として クラスター分析が行われ,「競争的産業」および 「非

競争的産業」の2つ のクラスターを識別 した。両 クラスターの記述統計量は図表7に 示されている。

 最後に因果仮説をテス トすべ く,企 業成果を従属変数 として3つ の重回帰分析が行 われた。独立

変数は個々の因子の因子得点であるため,独 立変数間は独立であり,多 重共線性の危険は回避され

ている。結果は図表8に 示 されている。回帰モデルのF値 はいずれも良好 な値 を示 し,0.1%水 準

で有意であった。

 第1に,全 サンプル （n=174）に関する重回帰分析では,競 合志向が5%水 準で有 意にならな

かったことを除いて,全 て仮説 どお りの係数推定値が得 られた。標準化 回帰係数 （β）を見ると,

販売力 と製品力が高い効果を与えていた。第2に,競 争的産業 （n=80）に関する重回帰分析では,

全サンプルと同様に,競 合志向が有意 とはならなかったが,そ れ以外は全て仮説 どお りであった。

このモデルでは,顧 客志向が企業成果に対 して最 も強い効果を与えていた。第3に,非 競争的産業

（n=94）に関する重回帰分析 では,競 争的産業 とは反対に,顧 客志向が非有意 となり棄却 されたが,

それ以外は全て5%水 準で有意であった。競合志向が有意 となったのはこのグループのみであった。

 以上の実証分析は,興 味深い帰結を示 している。 まず,反 応速度 ・販売力 ・製品力は,ど の産業

においても成果に対 して強い効果 を与えていた。次に,顧 客志向 と競合志向の効果が,産 業の競争

度の違いによって異なっていることが明らか となった。競争的産業では,顧 客志向を強 く持って激

28） 参 入容易度因子のみでは累積寄与率が35.49%と 低 かったため,累 積寄与率 を50%以 上 にす るため

 に,固 有値 が1を 切った価格競争度因子 も抽出されてい る。
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   図表8 重回帰分析
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  全サンプル

β   t値 P値

  競争的産業

β   t値 P値

 非競争的産業

β   t値 P値

競合志向

反応速度

販売力

製品力

顧客志向

0.10  （1.82）

0.27a （4.66）

0.36a （6.27）

0.35a  （6.11）

0.18a （3.22）

0.07

0.00

0.oo

o.oo

o.oo

0.04  （0.41）

0.20  （2.00）

0.23ｰ （2.40）

0.31a  （3.21）

0.32a  （3.34）

0.69

0.05

0.02

0.00

0.oo

0.15  （2.04）

0.31a  （4.29）

0.41a （5.89）

0.39a （5.52）

0.05  （0.77）

0.04

0.oo

o.oo

o.oo

O.44

   F値

   P値

自由度調整済みR2

28.69

0.oo

O.44

7.18

0.oo

O.28

24.51

0.oo

O.56

サ ンプルサイズ 174 80 94

a：0.1%水 準 で有 意,b：1%水 準 で有 意, c：5%水 準 で有 意,無 印 ：非 有 意

変す るニーズをキャッチす ることが重要である一方で,非 競争的産業では,産 業内でシェアを維持

するために,競 合他社の動向を知ることが重要であるためと解釈されるであろう。産業の媒介効果

を軽微なものと結論づけていたSlater&Narver（1994） とは異なって,産 業の競争度による媒介

効果の存在が示唆され る分析結果が得 られたのである。

6.結 論

 本論では,組 織能力がマーケティング戦略や企業成果の企業間差異をもたらす という知見の吟味

を目的 として,2つ の組織能力が分析 された。その結果,個 別企業が蓄積 してきた組織能力は,多

彩な経路で企業成果に正の効果を与えているが,そ れ らはレン ト創出メカニズムに対応して異なっ

ていることが,理 論的にも実証的にも支持されることとなった。これまで,流 通チャネルでの企業

間関係 を説明す るツールとして適用 されて きた組織能力がマーケティング戦略論 にとっても重要な

規定要因 となることが示 されたことは,本 稿の重要な貢献 と言いうるであろう。

 今後は,以 下の研究課題に取 り組む必要がある。第1に,マ ーケティング戦略の遂行に際 して必

要 となる組織能力の調達形態について検討が必要である。わが国の企業システムは,統 合型ではな

く,機 能分業の進んだ企業間関係によって形成 されていることから,流 通チャネルをはじめ とす る

企業間関係 とマーケティング戦略の関連付 けが興味深い研究 トピックとな りうる。第2に,ポ ジ

ショニング ・アプローチと組織能力アプローチとの関連付けが必要である。本稿 では,産 業要因と

市場志向 との関連が発見 されたが,こ れは探索的分析の結果であ り,い まだ理論仮説の形をとって

いない。あらゆる環境か ら独立 して,常 にベス トな戦略や組織能力が存在す るとは考えに くいので

あり,こ の点については更なる理論的探求が必要であろう。
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  マーケティングは,個 別企業の生産物市場における競争行動であるが,実 際のマーケティング活

動 を大 き く左右す るのは,個 別企業が直面する要素市場である。個別企業の組織能力は,現 実の

マーケティング戦略の多様性 を説明す るためのキーコンセプ トではあるものの,産 業要因やイノ

ベーション との関連付けなど,い まだに曖昧な点が残 されている。Hunt（2000） が強調す るよ う

に,資 源優位 と市場地位の関係 を解明できた時,組 織能力概念はマーケティング戦略論にさらに大

きなインパ ク トをもたらしうると期待されるのである。
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